
 （別記２）  

暴力団排除に係る特記事項  
 

（総則）  

第１  受注者は、青森県暴力団排除条例 (平成 23年3月 青森県条例第9号)の基本理念に

則り、この特記事項が添付される契約（以下「本契約」という。）及びこの特記事項を

守らなければならない。 

（暴力団排除に係る契約の解除）  

 (8) 第1号から第6号までのいずれかに該当する者を契約の相手方とするこの契約に係

る下請契約、材料等の購入契約その他の契約（前号に該当する場合の当該契約を除く

。）について、発注者が求めた当該契約の解除に従わなかったとき。  

 第２ 発注者は、受注者（第 1号から第5号までに掲げる場合にあっては、受注者又はそ

の支配人（受注者が法人の場合にあっては、受注者又はその役員若しくはその支店若

しくは契約を締結する事務所の代表者））が次の各号のいずれかに該当するときは、

本契約を解除することができる。  

 (1) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第77号

）第2条第6号に規定する暴力団員をいう。第 5号及び第6号において同じ。）である

と認められるとき。  

 (2) 自己若しくは第三者の不正な利益を図り又は第三者に損害を与える目的で暴力団

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2条第2号に規定する暴力団を

いう。以下この項において同じ。）の威力を利用したと認められるとき。  

 (3) 暴力団の威力を利用する目的で金品その他財産上の利益の供与（以下この号及び

次号において「金品等の供与」という。）をし、又は暴力団の活動若しくは運営を

支援する目的で相当の対価を得ない金品等の供与をしたと認められるとき。  

 (4) 正当な理由がある場合を除き、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資す

ることとなることを知りながら金品等の供与をしたと認められるとき。  

 (5) 暴力団員と交際していると認められるとき。  

 (6) 暴力団又は暴力団員が実質的に経営に関与していると認められるとき。  

 (7) その者又はその支配人（その者が法人の場合にあっては、その者又はその役員若

しくはその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者）が第 1号から前号までのい

ずれかに該当することを知りながら当該者とこの契約に係る下請契約、材料等の購

入契約その他の契約を締結したと認められるとき。  



２  前項の規定により契約を解除した場合の契約保証金の帰属、違約金及び損害賠償

については、本契約の規定による。  

 （不当介入に係る報告・通報）  

 第３ 受注者は、受注者及び下請負者等に対して暴力団員等による不当介入があった

場合は、発注者及び警察へ報告・通報しなければならない。また、警察の捜査上必要な

協力を行うものとする。  

 

 


